第２９回東日本本部拡大委員会執行委員長あいさつ

　第２９回東日本本部拡大委員会に参加いただきました委員・構成員並びに傍聴者の皆さん大変ご苦労様です。
　また、本日お忙しい中私たちの拡大委員会にご参加をいただきましたご来賓の皆様に心より感謝申し上げます。

　昨年３月１１日に発生した東日本大震災は、あと一ケ月で１年を迎えますが、国会において第三次補正予算は成立したものの、復旧・復興に向けては廃棄物処理の問題をはじめ被災地での具体的な復旧・復興は遅々として進んでいません。
　これまでの様な自治体まかせではなく、政府が主導する下で、１日も早い復興を望むものです。

　今委員会の課題について、一つには２０１２年春闘についてであります。すでにＪＲ各社に対し、５，０００円の賃金引上げと定期昇給の完全実施をはじめとした要求を提出しました。併せてＪＲ東日本会社には、「２０１１年度年度末における震災復興慰労についての申し入れ」を行いました。
　春闘を取り巻く状況は、リーマンショック後の世界経済が先行き不透明な状況にあることと、日本では円高の影響により製造業を中心に厳しい経営状況が続くことが予想されることから、経営側は「現在の経済動向の中ではベアどころか定期昇給も完全に実施できない、雇用が最優先だ」と態度を鮮明にしています。
　しかし、雇用が最優先と言いつつも，大企業においては大幅な要員削減についてマスコミでも取りざたされている現状となっています。

　また、野田政権の下で震災復興財源捻出等を理由として、所得税や住民税の増税と一方では法人税の減税、「社会保障と税の一体改革」の名の下に消費税率の引き上げを行おうとしています。

　現状においても、非正規雇用が４割に達し、デフレ不況も続き、生活は大変厳しい状況に陥っている中、消費税増税による負担増によって、格差はより拡大し生活破壊も進むことになります。

　こうした現状の中で、労働者側は、ここ数年「賃金引上げ」の要求を行わなかった労働組合も「賃金改善が内需拡大や格差是正などに果たす役割は大きい」と「賃金引上げ」要求を行っています。
　景気を上向きにして、確実な財源を確保するためにも働く者への賃金保障を確実なものにし、消費を拡大する事と非正規雇用制度を解消し安心して働く事のできる環境を整備する事が重要な課題であります。

　今春闘は大変厳しい状況にありますが、私たちの要求獲得に向け全力を上げ取り組んでまいりたいと思います。
　二つには、安全・安定輸送確立についてであります。
現在、車両関係の検修外注化の提案について、解明要求に基づく交渉が終了し、各ブロック別での集会を取り組んできました。今後、基本要求の交渉へと移行しますが、全面外注化とも言える提案に対して、安全輸送を守っていく観点から、施策の見直しを強く求め交渉を取り組んでいきたいと思います。

　また、「駅業務委託の推進」についても提案されましたが、これまで実施された効率化施策についての検証をもとに、いかに歯止めをかけていくのかが求められています。
私たちは「安全・安定」輸送確立に向けた「技術力の維持向上と継承・発展」は最も重要な課題であると考えています。

そのためにも、効率化が進められてきた現状の中で何が不十分であり、必要なのか、会社との率直な議論が必要であると思います。併せて、働きやすい職場環境と働き甲斐のある労働条件の確立も必要であると思います。
　今後も、検証に基づく改善を取り組む中から、安全・安定輸送確立に向け取り組んでいかなければなりません。

　三つには、「人事・賃金制度の見直し」についてであります。

　すでに交渉は終了しました。後ほど「当面する方針（案）」の中でも提起いたします。この委員会の中でも討論いただくと思いますが、委員会での討論等を踏まえ協定化も視野に入れ判断したいと思います。

　また、交渉の中でも危惧する問題もあることから、実施後の制度の検証の取り組みについても今後意思統一を深めていかなければなりません。

　四つには、組織強化・拡大の取り組みについてです。

　ＪＲ不採用問題が終結し、国労の将来を左右する最も重要な課題であることは言うまでもありません。

　昨年の東日本本部定期大会以降、それぞれの職場・分会の皆さんの奮闘により４名拡大することができました。
　これまで各地方本部においても組織対策会議が精力的に取り組まれ、拡大に向けての意思統一も図られてきていますが、これまで同様に職場の中心に座り、要求の多数派を形成する取り組みから、若い仲間や脱退していった仲間に対する復帰・加入を呼びかけ拡大に向け奮闘しあいたいと思います。
　最後に、反原発・脱原発の闘いについてです。

　東京電力福島第一原発事故による放射性物質漏えい事故に対して、労働環境や生活環境に関わる問題であることから、ＪＲ東日本会社に申し入れ・交渉を取り組んできましたが、放射性物質の拡散は全国的な問題となり政府の責任問題となっています。
　こうした現状にあって、大飯原発をはじめとした再稼働について議論が進められています。

　本日も全国規模での集会が取り組まれ、３月１１日には福島集会も取り組まれることとなっています。

　私たちも労働組合として、反原発・脱原発の立場から地域の仲間と連携を図り取り組んでいかなければなりません。

　私たちの取り組む課題は山積していますが、これまでのＪＲ不採用問題で培った団結力をもとに、当面する２０１２年春闘をはじめとした闘いを９地方本部の団結で進めたい事を申し上げ、東日本本部執行委員会を代表しての挨拶といたします。
